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まさなり 
ＮＮｅｅｗｗ ｓｓ  

蒲郡市議会６月定例会が６月１３日開会され、蒲郡市国民健康保険税

条例の一部改正など議案１３件を可決し、６月２５日閉会しました。 

今回、防災行政ラジオを 5,000 台購入する事の承認を求める議案が

ありました。これは 4 月末で千円での助成販売を終了した事で予定

以上の申込 4,700 台が追加されたためです。平成 23 年までに

7,200 台が配布されていますので、予定数の配布が完了されれば、

12,200 台の配布となります。今後は実費販売（7,000 円程度）と

なります。災害時の情報伝達として充実されるものです。 

 
 

 

社会保障と税の一体改革……3党合意と公明党・・・・安易な増税に歯止め・・・・ 

急速な高齢化の進展で社会保障費の国の予算が毎年 1 兆円程度、増えていく中で、医療や介護などを守

るためには、安定的な財源が必要です。公明党は、自公政権時代に消費税を含む税制の抜本改革で、社会

保障の財源を捻出せざるを得ないと判断しました。 

消費増税で公明党が主張 

①社会保障の具体案＝増税前に「国民会議」で結論 

②景気回復＝経済成長へ防災・減災対策 

③低所得者対策＝軽減税率の導入検討を追加 

 
第 1の年金や医療など社会保障

の具体案を示すことについて

は、有識者や国会議員からなる

「社会保障制度改革国民会議」

を新設し、議論。消費税率が 8％

に引き上げられる2014年4月ま

でに結論を得て具体化すること

にし、増税先行に歯止めをかけ

ました。 

第 2の景気回復の実現に関して

は、経済状況を考慮し、時の政

権が増税の停止も含め最終判断

を行います。経済状況の好転が

確認できない場合は、増税でき

ない仕組みになっています。 

景気回復への具体策としては、

公明党が提唱する、老朽化した

橋や道路などの社会資本整備に

集中投資を行う「防災・減災ニ

ューディール」を踏まえ、防災・

減災対策などを軸とした成長戦

略の検討を盛り込みました。 

3 党合意では、消費税の増税実施前に（1）社

会保障制度改革の推進（2）経済状況の好転（3）

低所得者対策の実施―を確認することを前提

条件として盛り込んだ。これらを確認しなけ

れば消費税の増税はできないことになった。 


